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集計（成果の程度／連携効果）

Ｎ＝663
連携の効果（寄与部分）

周辺
 

（a） 中核
 

（b） 計

成
果
の
程
度

売上
 

（1） 93 125 218
売上継続

or 利益
 

（2）
51 181 232

有力商品に

（3）
39 174 213

計 183 480 663

１２８事例を抽出



17企業ニーズ

技術シーズ

地
域
内
（例

 ・県
 

内
） 広

域
的
（例
・県
外
）

2

2 2

2

2

22

2

2

2

3 3
3

3 3

334

4

5 5

55
7
7

10 6

4

2

N=129

同一県内連携【ⅰ】

隣接・周辺
広域連携【ⅲ】



18企業ニーズ

技術シーズ

地
域
内
（例
・県
内
）

広
域
的
（例
・県
外
）

2

2 2

2

2

22

2

2

2

3 3
3

3 3

334

4

5 5

55
7
7

10 6

4

2

N=129

39

8 6

13

23

2

7

11

20
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地域内
（例：県内）

広 域
（例：遠隔）

ニーズ発
（例：
生産技術
品質管理
情報提供）

シーズ指向
（例：
先進技術
独自技術
分野創造）

ニーズ発
→
域内連携

隣接･周辺
（例：隣県）

シーズ指向
→
広域の連携

産地支援
（例：
農水産
窯業､繊維）

ニーズ発
→
周囲と連携
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企業ニーズ

技術シーズ

地
域
内
（
例
・
県
内
）

広
域
的
（
例
・
県
外
）

2

2 2

2

2

22

2

2

2

3 3
3

3 3

334

4

5 5

55
7
7

10 6

4

2

同一県内連携【ⅰ】
隣接・周辺地域

 連携【ⅱ】

広域連携【ⅲ】

N=129

計350億円
(5.1億円/事例)

計319億円
(8.0億円/事例)

計200億円
(10億円/事例)

１事例当たり売上高

（平均累積販売額（億円）／事例）

Ｎ＝６８
 
Ｎ＝４０

 
Ｎ＝２０

＊：有意水準α＝０．０５

＊＊
＊
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企業ニーズ

技術シーズ

地
域
内
（
例
・
県
内
）

広
域
的
（
例
・
県
外
）

2

2 2

2

2

22

2

2

2

3 3
3

3 3

334

4

5 5

55
7
7

10 6

4

2

同一県内連携【ⅰ】
隣接・周辺地域

 連携【ⅱ】

広域連携【ⅲ】

N=129

平均
研究期間
４.４年

平均
研究期間
４.１年

平均
研究期間
３.５年

１事例当たり平均研究期間

（着手から販売開始までの期間）

Ｎ＝６８
 
Ｎ＝４０

 
Ｎ＝２０

＊＊
＊

＊：有意水準α＝０．０５
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｢コーディネート｣を行う
人･機関は

論点１

シーズ

ニーズ
×

広域

域内

論点２



23企業ニーズ

技術シーズ

地
域
内
（例
・県
内
）

広
域
的
（例
・県
外
）

2

2

2

2
2

234

3

3

44
5
2

5 2

（複数回答）

キーマン分類【官】

同一県内連携【ⅰ】
隣接・周辺地域

 連携【ⅱ】
広域連携【ⅲ】

3



24企業ニーズ

技術シーズ

地
域
内
（例
・県
内
）

広
域
的
（例
・県
外
）

2

2

22
3

3

2

4

4 4

2
3
4

9 5

（複数回答）

キーマン分類【学】

同一県内連携【ⅰ】
隣接・周辺地域

 連携【ⅱ】
広域連携【ⅲ】
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「学」と「官」

が､

大きい役割

人
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産学官の｢連携機能｣からみた、３つのレベル

【レベル１】

【レベル３】

【レベル２】

学 産
一方通行型
技術移転

経営診断を
伴う支援

相互交流型
技術移転

支援人材・機関（官）



27

2008/3/28
新事業支援部

支援専門家の役割・機能の評価基準　（Ver.2.3版）　

役割機能 部門戦略

経営支援アドバイザー：ＡＤ プロジェクトマネージャー・Ｉ　：PM･Ⅰ プロジェクトマネージャー・Ⅱ　：PM･Ⅱ プロジェクトマネージャー・Ⅲ　：PM･Ⅲ

・法律、財務、人事、生産分野等の企
業の部分的な機能への支援を行う。

・全社戦略への支援ではあるが、特定
の支援策（販路開拓、新連携等）を軸
に、支援を行う。

・特定の支援策の枠組み、又は、特定
の支援策等の視点に限定せずに支援
を行う。

・支援の事例を踏まえて、仕組みの改
善や新しい支援策の提言を行う。

レベル４ (1)課題対応 ：
暗黙知となりやすい支援の手順やノウハウを標準化（形式
知化）できる。

（Ｌ４） (2)展開方策 ：
事業の展開方策の事例をもとにモデル化（標準化）ができ
る。

制度の運営
ができる

(3)知識・スキル ：
事例をもとに知識・知見、スキルをモデル化（法則を発信）
できる。

(4)政策・制度 ：
支援策等の運営方法の標準化や支援の仕組みの構築が
できる。

レベル３ (1)課題対応 ：
企業の経営課題の本質まで体系立てて分析し、助言がで
きる。

（Ｌ３） (2)展開方策 ：
企業の本質的な経営課題まで把握・分析したうえで、経営
戦略等の展開方策を体系立てて構築できる。

指導ができる (3)知識・スキル ：
支援に必要な知識・知見を備え、企業の本質的な経営課
題への助言ができる。

(4)政策・制度 ：
企業の本質的な経営課題まで把握・分析し、課題解決のた
めの支援策を再構築したうえで、助言ができる。

レベル２ (1)課題対応 ：
企業の経営課題の要因を体系立てて分析したうえで、助言
ができる。

（Ｌ２） (2)展開方策 ：
企業の経営課題の要因を把握・分析したうえで、経営戦略
等の展開方策を体系立てて構築できる。

独立してでき
る

(3)知識・スキル ：
支援に必要な知識・知見を備え、企業の経営課題に応じた
助言ができる。

(4)政策・制度 ：
支援策の内容・背景等まで熟知し、企業の経営課題に応じ
た支援策を体系的に分析したうえで、助言ができる。

レベル１ (1)課題対応 ：
企業の表面化した（例：企業が要請）課題に対して助言が
できる。

（Ｌ１） (2)展開方策 ：
企業の経営戦略等の展開方策の構築に必要な知識・知見
を備えている。

指導の下に
できる

(3)知識・スキル ： 支援に必要な知識・知見を体系的に備えている。

(4)政策・制度 ： 支援策の内容を忠実に解釈し、使うことができる。

（比較的対応する資格）
弁護士、公認会計士、社労士、技術
士・・・等

経営戦略
政策・制度

全社戦略

支援のレベル

部門戦略に関わる
制度の運営ができる

特定の支援策の枠組みの中で
制度の運営ができる

特定の支援策の枠組み、
視点に囚われずに

制度の運営ができる

他の制度との関わり等、
広範な仕組みや政策の

提言、運営ができる

部門戦略に関わる
指導ができる

特定の支援策の枠組みの中で
支援の指導ができる

特定の支援策の枠組み、
視点に囚われずに

支援の指導ができる

仕組みの改善や新しい
支援策の提言に関する

指導ができる。

仕組みの改善や
新しい支援策の提言が

指導の下にできる。

部門戦略について
独立して支援ができる

特定の支援策の枠組みの中で
独立して支援ができる

特定の支援策の枠組み、
視点に囚われずに

独立して支援ができる

仕組みの改善や
新しい支援策の提言が

独立してできる。

・現在の資格では、対応するものがないが、ＭＢＡ，中小企業診断士、等が比較
的近いといえる。また、資格がなくても対応できる例としては、プロジェクト・マネ
ジャーがある。

部門戦略について
指導の下に支援ができる

特定の支援策の枠組みの中で
指導の下に支援ができる

特定の支援策の枠組み、
視点に囚われずに

指導の下に支援ができる
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2008/4/17
新事業支援部

支援専門家の役割・機能の評価基準　（Ver.2.3版）　 【PM　評価図（３月度月報に見る評価）】

役割機能 部門戦略

経営支援アドバイザー：ＡＤ プロジェクトマネージャー・Ｉ　：PM･Ⅰ プロジェクトマネージャー・Ⅱ　：PM･Ⅱ プロジェクトマネージャー・Ⅲ　：PM･Ⅲ

・法律、財務、人事、生産分野等の
企業の部分的な機能への支援を行
う。

・全社戦略への支援ではあるが、特
定の支援策（販路開拓、新連携等）
を軸に、支援を行う。

・特定の支援策の枠組み、又は、特
定の支援策等の視点に限定せずに
支援を行う。

・支援の事例を踏まえて、仕組みの
改善や新しい支援策の提言を行う。

レベル４ (1)課題対応 ：
暗黙知となりやすい支援の手順やノウハウを標準化
（形式知化）できる。

●●統括PM(1)

（Ｌ４） (2)展開方策 ：
事業の展開方策の事例をもとにモデル化（標準化）
ができる。

制度の運営
ができる

(3)知識・スキル ：
事例をもとに知識・知見、スキルをモデル化（法則を
発信）できる。

合計

(4)政策・制度 ：
支援策等の運営方法の標準化や支援の仕組みの構
築ができる。

１人
３％

レベル３ (1)課題対応 ：
企業の経営課題の本質まで体系立てて分析し、助言
ができる。

●●JPM(1)、●●JPM(1)、
●●JPM(1) ●●統括PM(1)

（Ｌ３） (2)展開方策 ：
企業の本質的な経営課題まで把握・分析したうえで、
経営戦略等の展開方策を体系立てて構築できる。

●●販路PM(2)
●●PM(1)
●●統括PM(2)

指導ができる (3)知識・スキル ：
支援に必要な知識・知見を備え、企業の本質的な経
営課題への助言ができる。 ●●統括PM(4)

●●本部統括PM(4)  

(4)政策・制度 ：
企業の本質的な経営課題まで把握・分析し、課題解
決のための支援策を再構築したうえで、助言ができ
る。

●●統括PM(4)
●●販路PM(4)

●●統括PM(4)
●●本部PM(4)
●●本部PM(4)

１４人
４７％

レベル２ (1)課題対応 ：
企業の経営課題の要因を体系立てて分析したうえ
で、助言ができる。

●●JPM(1)
●●統括PM(1)
●●JPM(1)、●●JPM(1)

●●統括ＰＭ(1)
●●統括PM(1)
●●PM(1)、●●PM(1)

（Ｌ２） (2)展開方策 ：
企業の経営課題の要因を把握・分析したうえで、経
営戦略等の展開方策を体系立てて構築できる。

●●PM(1)、●●PM(1)

独立してでき
る

(3)知識・スキル ：
支援に必要な知識・知見を備え、企業の経営課題に
応じた助言ができる。

●●PM(3)
●●PM(3)

(4)政策・制度 ：
支援策の内容・背景等まで熟知し、企業の経営課題
に応じた支援策を体系的に分析したうえで、助言がで
きる。

●●JPM(4)
●●統括PM(4)
●●PM(4)

１５人
５０％

レベル１ (1)課題対応 ：
企業の表面化した（例：企業が要請）課題に対して助
言ができる。

（Ｌ１） (2)展開方策 ：
企業の経営戦略等の展開方策の構築に必要な知
識・知見を備えている。

指導の下に
できる

(3)知識・スキル ： 支援に必要な知識・知見を体系的に備えている。 退任 1人退任

(4)政策・制度 ： 支援策の内容を忠実に解釈し、使うことができる。
０人
０％

（比較的対応する資格）
弁護士、公認会計士、社労士、技
術士・・・等

３月新月報（試行）本部評価　… 青文字は、今回変更者 合計　１１人（３７％） １５人　（５０％） ４人　（１３％）

・現在の資格では、対応するものがないが、ＭＢＡ，中小企業診断士、等
が比較的近いといえる。また、資格がなくても対応できる例としては、プロ
ジェクト・マネジャーがある。

1月（試行）本部評価　…

経営戦略
政策・制度

全社戦略

支援のレベル

　７人
２３％

８人
２７％

４人
１３％

６人
２０％

４人
１３％

１人
３％

　０人
０％

１人
３％

２人
７％

０人
０％

１人
３％

５人
１５％

９人
２７％

１人
３％

５人
１５％

６人
１８％

１人
３％

２人
６％

０人
０％

０人
０％
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３月度ＰＭ月報
 

（本部評価コメント）
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  PM月報の日毎評価項目の分布及び　対本部評価 （数値は評価項目数を示す。赤字は本部評価との差がある項目数。但し、本部評価は記述事項で判断）                 新事業支援部               17-04-2008

北海道支部　ＰＭ- Ⅰ、Ⅱ 中部　支部　　ＰＭ-Ⅰ、Ⅱ 四国　支部  PM-Ⅱ 本部　　　  PM-Ⅲ
n=49 （3人） n=41 （2人） n=41 （2人） n=70 （3人）

0.6
4 4 1 4 4 5

ＰＭⅠ:0.37 ,ＰＭⅡ：0.40

3 3 3 2 2 3 7 3 20
0.4

2 2 32 5 2 2 7 26 3 2 2 32 2 44

1 5 1 1 1 1 0.2

0

東北　支部  PM-Ⅱ 北陸　支部   PM-Ⅱ 中国　支部   PM-Ⅱ
n=44 （2人） n=27 （1人） n=36 （2人） 30 40 50 60 100

4 4 4 2

3 1 3 1 3 7 4
N=657 (30人）　　　

2 2 36 4 2 26 2 3 19

1 1 1 1 1 2%

関東　支部　ＰＭ-Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 近畿　支部　ＰＭ-Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 九州　支部　PM-Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ 10% 1%
n=183 （7人） n=106 （5人） n=60 （3人）

4 4 1 4 3

3 14 3 3 7 3 3 4% 60% 21% 1%

2 12 96 55 2 2 2 63 32 2 36 17

1 1 1 1 1 1 2%

自己評価レベル

1 1

標準偏差

1 2 3 4 1 2 3 4 2 3 4

自己評価レベル 自己評価レベル 自己評価レベル 自己評価レベル

2 3 4

評価項目数

4 12

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

自己評価レベル 自己評価レベル 自己評価レベル
3

2 23 391 139

65 9

7

3 4

1 11

2 3 41 2 3 4

自己評価レベル 自己評価レベル 自己評価レベル

11 2 3 41 2

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
部
評
価

本
　
部
　
評
　
価

全PM月報の日毎項目の評価の分布

中国：0.31

四国：0.14

東北：0.26

北海：0.39

中部：0.70

九州：0.38
近畿：0.40

関東：0.46

北陸：0.0

標準偏差

全ＰＭ：0.39

＜　支部単位　＞
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北海道支部　ＰＭ- Ⅰ、Ⅱ ３月度評価分布の標準偏差値

n=49 （3人）

4

0.6
3 3

ＰＭⅠ:0.37 ,ＰＭⅡ：0.40

2 2 32 5 2
0.4

1 5

0.2

0

30 40 50 60 100

PM自己評価レベル

評価項目数

1 2 3 4

本
部
評
価

中国：0.31

四国：0.14

東北：0.26

北海：0.39

中部：0.70

九州：0.38
近畿：0.40

関東：0.46

北陸：0.0

標準偏差

全ＰＭ：0.39
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コーディネート

の役割から､

｢産｣｢学｣｢官｣を

もう一度みると

機関
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「学
 」

「官」

研究

接続
行政･

 支援
支援

「産
 」

研究

国研

大学

研究所

事業部

行政･
 支援

事業部

研究所
シｰズ

 提供

事業
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まとめ

１．中小向けのモデル

２．広域の連携

３．つなぐ人／機関
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終わり

Thanks for your attention.
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川下（最終セット品）

川上（原材料）

①取引関係のメッシュ構造化①取引関係のメッシュ構造化

３．中小企業を巡る状況変化等
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ネットワークＡ

ネットワークＢ

Ｘ

Ｙ

光技術、超精密加工

川上・川下ネットワーク構築支援事業のイメージ（地域の視点）川上・川下ネットワーク構築支援事業のイメージ（地域の視点）川上・川下ネットワーク構築支援事業のイメージ（地域の視点）

地域ブロック

地域ブロック

地域ブロック
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